
　東京電力福島第一原子力発電所事故により、大気中に放出された放射性物質が、雨
等により地上に降下し、広範囲の地域にわたって建造物、土壌、さらには草木等に付
着しました。そこで、除染によりそれらを取り除く等して、追加被ばく線量の低減を
図ってきました。
　その方法には、放射性物質を、「取り除く」、「遮（さえぎ）る」、「遠ざける」の三
つの方法があります。これらの方法を組み合わせることで効率的に追加被ばく線量を
低減することができます。
　一つ目の方法は、放射性物質が付着した表土の削り取り、枝葉や落ち葉の除去、建
物表面の洗浄といったもので、放射性物質を生活圏から取り除くという方法です。
　二つ目の方法は、放射性物質を土等で覆うことです。こうすることで放射線を遮る
ことができ、結果として空間線量や被ばく線量を下げることができます。
　三つ目の方法は、放射線の強さが放射性物質から離れるほど弱くなる（距離の２乗
に反比例する）ことを利用します（上巻P50「外部被ばく線量の特徴」）。
　放射性物質を人から遠ざければ、人の被ばく線量を下げることができるので、放射
性物質がある場所を立入禁止にすることが考えられます。
　このような方法を組み合わせて、追加被ばく線量の低減のための取組が進められて
います。
　（関連ページ：上巻P174「外部被ばくの低減三原則」）
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　この図は事故由来の放射性物質から放出される放射線量の減衰を、2011年11月～
2016年10月に実施した除染前のモニタリング結果及び2011年12月～2017年６月
に実施した除染後のモニタリング結果の約34万点のデータから推計したものです。
　2011年８月を基準として、自然減衰及びウェザリング（風雨等の自然要因）の影
響のみを考慮して推計した空間線量率をグラフの青線で示しております。また、除染
の効果も含めて推計した空間線量率をグラフの赤線で示しております。2018年３月
で両方の空間線量率を比較すると、除染によって平均的な空間線量率が約59%低減
していることが分かります。これは、除染の実施により、線量の低減を約18年早め
たことになります。
　このように、除染を進めることによって、放射性物質の自然減衰等と相まって、放
射線量をより早期に低減することができました。
　（関連ページ：上巻P11「半減期と放射能の減衰」）
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　この図は、除染の具体的な方法を説明しています。
　放射線量が比較的低い地域でも、軒下、雨樋、道路の側溝等には、放射性物質を含ん
だ堆積物（落ち葉や土砂）がたまり、その周辺の空間線量が高くなることがあります。
このような所では、落ち葉や土砂の除去、洗浄（洗い流す）等を行います。
　植え込み、下草、落ち葉に、放射性物質が付着していることもあります。このような
所では、草木の刈取り、枝打ち、落ち葉の清掃等を行い、除去します。
　放射線量が比較的高い地域では、低い地域での除染の方法に加えて、別の除染作業が
必要になることがあります。例えば、放射性物質はほとんどが地表から数 cmに存在し
ているので、表土を薄く（例えば、５cm）削り取り、取り除くことや、下層の土と入
れ替えること（天地返し）で、ほとんどの放射性物質の影響を抑えることができます。
　建物や道路では、屋根、壁、舗装面等にも放射性物質が付着していることがあり、こ
の場合、洗浄が行われます。ただし、表面の素材の性質によっては、材料に放射性物質
が強く吸着されていることがあり、除染の効果は限定的となる可能性があります。
　農地では、人への被ばくの影響だけでなく、農作物への影響も考えて、適切な方法を
選択することが必要になります。例えば、事故以降に耕された農地では、放射性物質は
表土より少し深い所にありますが、このような土を全て除去してしまうと、農業に適さ
なくなるので、深耕（耕深30cmを基本として深く耕すこと）や反転耕（表層の土を下
層に、下層の土を表層に反転させること）（下巻P68「農産物に係る放射性物質の移行
低減対策（1/5）－農地の除染－」）等様々な方法を実施します。
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　東京電力福島第一原子力発電所事故を受けて、2011年８月に国会で立法措置がなされ、「平成
二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出され
た放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（放射性物質汚染対処特措法）が
成立しました。
　放射性物質汚染対処特措法に基づく除染を実施する地域には、除染特別地域と汚染状況重点調
査地域があります。
　除染特別地域は、国が直接除染を行う地域であり、警戒区域又は計画的避難区域であった福島
県内の11市町村が指定されました。
　汚染状況重点調査地域は、市町村が中心となって除染を行う地域であり、８県で合計104市町
村が指定されました。国は、これらの地域の除染にあたって財政的措置や技術的措置を講じてき
ました。
　除染特別地域については2017年３月末までに面的除染が完了しました。その後、2018年３月
末までに、汚染状況重点調査地域も含め、帰還困難区域を除き、８県100市町村の全てで面的除
染が完了しました。
　面的除染後も除染効果が維持されていない箇所が確認された場合には、個々の現場の状況に応
じて原因を可能な限り把握し、追加被ばく線量に加えて、汚染の広がりや除染の効果、実施可能
性等を総合的に勘案し、必要と判断されればフォローアップ除染を行うこととしております。
　除染特別地域においては、2020年３月４日までに、全ての居住制限区域及び避難指示解除準
備区域の避難指示が解除され、田村市では除染特別地域の指定が2022年３月に解除されました。
汚染状況重点調査地域では、2022年12月末までに、地域の放射線量が毎時0.23マイクロシーベ
ルト未満となったことが確認された30市町村において、汚染状況重点調査地域の地域指定が解除
されました。

本資料への収録日：2013年３月31日
改訂日：2023年３月31日



　除染で取り除いた土壌等（除去土壌等）は、一時的な保管場所（仮置場又は現場保
管場所）で保管・管理します。
　具体的には、除去土壌等は水を通さない層（遮水シート等）の上で容器（フレキシ
ブルコンテナ等）に入れて、汚染されていない土壌を詰めた土のう等を設置する等の
方法で、仮置場の敷地境界での空間線量率が、周辺と同水準になる程度まで遮へいを
行います。
　また、遮水シート等で覆うことにより、除去土壌等自体の飛散・流出を防ぎ、さら
に雨水等の流入と地下水等の汚染を防ぎます。
　さらに、定期的に放射線量の測定、地下水の放射性物質濃度の測定等を実施します。
　公衆から遠ざける（距離を確保する）という観点から立入禁止、作業者の被ばくを
抑えるという観点から作業時間の短縮等についても考慮します（上巻P174「外部被
ばくの低減三原則」）。
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　福島県外の除去土壌は、市町村等（除染実施者）において、国が定めた保管方法等
に基づき安全に保管されています。
　市町村等が、適切に保管されているこれらの除去土壌を埋め立てて処分することを
選択する場合には、国が定める処分方法に従って行う必要があります。
　一方、この処分方法は現在定められていないため、今後施行規則等で適切な処分方
法を定めることが必要となります。
　このため、環境省では、有識者による「除去土壌の処分に関する検討チーム」を
2016年12月に設置し、専門的見地から議論を進めるとともに、除去土壌の埋立処分
に伴う作業員や周辺環境への影響等を確認することを目的として、茨城県東海村、栃
木県那須町（2020年３月に終了）及び宮城県丸森町の３箇所で埋立処分の実証事業
を実施しています。
　今後、実証事業の結果や検討チームにおける議論等を踏まえ、必要な施行規則やガ
イドラインを定めていくこととしています。

本資料への収録日：2019年３月31日
改訂日：2023年３月31日



　福島県の森林・林業の再生には除染等だけでなく、林業再生に向けた取組や住民の
安全・安心の確保のための取組なども含めた総合的な取組が必要です。 復興庁・農
林水産省・環境省が2016年３月に取りまとめた「福島の森林・林業の再生に向けた
総合的な取組」に基づき、福島の県民生活における安全・安心の確保、森林・林業の
再生に向けて、県民の理解を得ながら、関係省庁が連携して、総合的に取組を進めて
います。また、同とりまとめに基づき、除染を含めた里山再生のための取組を総合的
に推進するモデル事業を、復興庁・農林水産省・環境省で計14市町村（川俣町、広
野町、川内村、葛尾村、相馬市、二本松市、伊達市、富岡町、浪江町、飯舘村、田村
市、南相馬市、楢葉町、大熊町）において実施、2020年11月に成果等の最終とりま
とめを公表しました。2020年度からは対象を48市町村に拡大し、「里山再生事業」
として取組を実施しています。
　森林の除染については、環境省に設置されている環境回復検討会において得られた
知見によると、住居、農用地等に隣接する森林の林縁から20m以上の地点について
は、堆積有機物の除去を実施しても林縁の空間線量率の低減にはほとんど効果がない
ことが分かっています。また、広範囲にわたる森林の堆積有機物の除去は、放射性セ
シウムを含む土砂等の流出や地力低下による樹木への悪影響を促進させること等も懸
念されます。このため森林の除染については、人の健康の保護の観点から必要である
地域について優先的に除染を行うという基本的な方針の下、原則として住居、農用地
等に隣接する森林の林縁から約20mの範囲について除染を行うこととしています。
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